
大阪府
新しい公共支援事業　基本方針
	都道府県担当部局
	府民文化部男女参画・府民協働課


１．都道府県内の新しい公共の活動の現状等
（１）人口、年齢構成、特定非営利活動法人、公益法人、社会福祉法人、学校法人、地縁組織等について
	ＮＰＯ等を取り巻く大阪府の現状

　平成２２年国勢調査による大阪府の人口は886万人超で、平成１７年の調査から約４万5,000人増加している。
　年齢構成でみると平成１７年の国勢調査時は、0～14歳が121万人（13.7％）、15～64歳が591万人（67.1％）、65歳以上が163万人（18.5％）と、全国に比較すると生産年齢人口（15～64歳）の割合が高く、老年人口（65歳以上）の割合が低くなっている。
　しかしながら、国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、平成２７年には本府においても生産年齢人口、老年人口の割合は全国並みになると推計されており、今後、元気な高齢者の新しい公共への参画、地域における見守りなど要支援者へのサービスが課題になると考えられる。
　ＮＰＯ等の数については、特定非営利活動法人が2,804法人（平成23年2月）、公益社団・財団法人が11法人（平成23年1月）、社会福祉法人が1,075法人（平成22年4月）、学校法人が517法人（平成22年4月）、消費生活協同組合が71法人（平成23年1月）、地縁団体が12,982団体、うち認可地縁団体が602団体（平成20年3月）等となっている。
　特に、特定非営利活動法人については、平成１７年度まで毎年急激な右肩上がりで増加し、近年そのペースが緩やかになっているものの毎年増加している。社会福祉法人についても微増傾向が続いている。

一方、ボランティア保険の加入者数は、平成２２年３月現在で約17万人であり、これらの方々を中心にボランティア活動が行われている。
本府においては、新しい公共の担い手たるＮＰＯ等の数は今後も増え続けると考えられ、東日本大震災の復興支援の観点からも、その活動に大いに期待しているところである。


（２）新しい公共の活動の現状認識
	平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災以降のボランティア活動の高まりの中、本府では府民のボランティア活動支援のための指針（平成８年）やＮＰＯ活動活性化指針（平成12年）、ＮＰＯ協働推進計画（平成16年）などを策定し、ＮＰＯ等の活動の活性化施策の推進、ＮＰＯ等との協働の推進に取り組んできた。

近年、本府においては、行政の担うべき役割の精査に努めた結果、ＮＰＯ等に対する支援については、運営費、イベント、講習会、情報発信等に係る委託・補助事業を縮小してきたところである。

その一方で、環境、防犯、教育、まちづくり等様々な分野において行政とＮＰＯ等との協働事業が実践されており、新しい公共には府民協働の担い手、地域課題の発見者・解決者として今後果たす役割が大きくなると考えられる。
また、去る３月１１日の東日本大震災への対応についても大いに期待されている。


２．「新しい公共」の活動を推進する上での課題
	「新しい公共」の活動を推進する課題としては、次のようなものがあげられる。

①法人格を取得すれば行政から何らかの補助金が得られる、と考えられているケースも見受けられるが、行政の補助金に依存するのではなく、寄附や民間助成、市民ファンドの普及を促進していく必要がある。

②インターネットの普及により、募集やマッチングの取組みについては利便性が向上している。
今後、ＮＰＯ等において情報リテラシーの向上を図り、事業展開の幅を広げる。

③事業報告書や財務諸表の作成に精通した者がいないＮＰＯ等もあり、これまで講習会等を開催してきたが、ある程度の時間をかけて、より具体的な内容でスキルアップを図る必要がある。

④法人格を取得することが行政からの補助や委託の条件とする事例が増えている。簡易な手続きで法人格を取得できる一般社団、一般財団法人制度も活用し、非営利団体の法人格取得を促進する。

⑤サービスを提供する側の情報開示の必要性とともに、サービスを利用する側に対してもＮＰＯ等の情報収集を行うことの重要性を啓発する。


３．「新しい公共」の活動を推進するための取り組み方針
（１）新しい公共支援事業（２年間）の取り組み方針
	本府においては新しい公共支援事業の実施にあたって、以下のような視点で取り組むこととする。

①大阪府全体のサービスの担い手の底上げとその活用を図るため、市町村、中間支援組織との連携を密にし、より多くのＮＰＯ等が公の事業に関与できるようにする。

②ボランティア・コーディネーターなどの人材の育成にあたっては、プラットフォーム機能を発揮できるＮＰＯ等への積極配置に努め、事業終了後を見据えた事業展開を図る。

③財務諸表作成等の知識や技術の提供にあたっては、短時間の表面的な講習会とするのではなく、内容を工夫することにより、実務面で効果的な講習会を開催し、事業終了後には支援対象のＮＰＯ等の自立を促進する。

④地域の事業者等多様なサービスの担い手が出会える機会づくりを行い、新たな連携によるサービスが生まれる可能性を広げる。

⑤ＮＰＯ等が事業を積極的に提案することにより、新たなサービスの発見につなげ、地方自治体との協働を促進する。
⑥ＮＰＯ等に参画したい、或いはサービスを利用したいと考えている地域住民とＮＰＯ等との間で適切な情報交換が行えるシステムの構築を図るとともに、関係者が一堂に会し、活動分野や業種等に関係なく情報交換が行える交流の場を設定する。

⑦寄附文化の普及・定着を図るため、その機運の醸成に努めるとともに、「新しい公共」の担い手に対する寄附の促進を図ることを目的として、情報発信のあり方や多様な寄附手段の企画等を検討する。

⑧東日本大震災への対応については、現地の状況を見極め、ＮＰＯ等へのニーズ把握とマッチングに意を用いた迅速な被災者支援を行う。


（２）将来の展望（事業実施による波及効果）

	１）新しい公共の場づくり、市民の参加

・行政とＮＰＯ等の協働を促進するほか、ＮＰＯ等に関する情報開示を一層進め、良質なサービスを提供するＮＰＯ等の情報収集を容易とし、参加する者にとっての判断材料を増やすことにより活動への意欲を高める。

２）寄附文化の発展
・税の優遇制度の導入や、ＮＰＯ等への寄附額の増加につながる環境整備を図るとともに、ＮＰＯ等へ寄附する者の満足度を高める。また、既存の募金制度においても波及効果が生まれるような展開を図る。

３）担い手の自立的活動の発展

・事業計画や財務諸表の作成、インターネットの活用などに精通することにより、ＮＰＯ等の活動に対する信頼性の向上を図るとともに、事業機会の拡大につなげる。

４）ＮＰＯ等の情報開示

・自らの情報を積極的に開示することの意義についての理解が深まり、社会全体においても情報開示に関する意識が高まることにより、ＮＰＯ等に対する社会的認知度、参加の意欲を高める。

５）融資利用の円滑化

・金融機関等に対するＮＰＯ等への認識が深まるとともに、融資を受ける側のスキルアップも図られることで、資金調達の活発化とそれに伴う事業の拡大を図る。

６）地域力再生におけるＮＰＯ等の能力の活用

・府内に存在する各種法人・団体等の活動基盤の底上げが図られることにより、各種の課題を抱える地域力の再生にその能力を活用することが可能となる。


（３）実施要領第５の７の(1)の成果目標
	評価項目
（計算方法等も簡単に説明）
	成果目標


	１
	支援対象ＮＰＯ等のホームページの作成・更新数

（支援終了後１か月以内にホームページを新たに立ち上げ又は更新し

たＮＰＯ等の数）
	１００％

	２
	支援対象となったＮＰＯ等が実施する事業に伴う金融機関等からの融資決定件数
（金融機関等への融資申請と決定件数の比率）
	１００％

	３
	支援対象となるＮＰＯ等が実施する事業に伴う寄附件数の増加率
（支援事業終了後の寄附件数と支援事業利用前の寄附件数）
	２倍

	４
	ボランティア・コーディネーター、プログラム・オフィサーの育成数

（新たにボランティア・コーディネーター等としてＮＰＯ等を支援する人材の数）
	９人（大阪市・・堺市・各地域）

	５
	新たに事業連携を行うこととなったＮＰＯ等の数、マルチステークホルダー・プロセスによる協議体の設置数
（新たに協働のための協議を開始したＮＰＯ等の数）
	１８団体

（36事業1.8億÷５百万の半数）

	６
	概算払いの普及率

（２３年度、２４年度、２５年度のつなぎ融資利用件数の減少率）
	１００％

	７
	「新しい公共」への参画ＮＰＯ数
（新しい公共の場づくりのためのモデル事業の実施に参画するＮＰＯ等の数）
	１８０団体

（36事業×５）

	８
	協働事業の定着率

（事業終了後の継続事業件数）
	１００％



※　評価項目はいくつ設定していただいても構いません。

